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 ［資料１］鉄軌道は、人口増に貢献しうる重要なインフラ
〇 我が国に必要なのは、将来に向けた社会経済の基盤といえる「人口」

〇 近年の新幹線整備や鉄軌道の利便性向上の後、出生率の上昇、沿線の人口増（居住者増）が
見られる（下図）。

（その要因として、例えば下記が考えられる）
・人々の交流の活性化→ 経済の活性化→ 雇用環境の向上→ 育休等の取りやすさ、個人の経
済力向上
・移動しやすさの向上→ 住宅や企業の沿線立地（ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ）→ 持続可能な都市→ 子孫も安心
して住める都市
・安心安全な通学の足・親の送迎負担の減・子育て施設の沿線への立地→ 安心して子育てできる
都市

出典：富山大学都市・交通デザイン学科資料 出典：富山市資料



［資料１］富山ライトレールの整備 ～整備効果～

■日中の高齢者の利用が増加（ライフスタイルの変化）

■開業前と比較して、利用者数が 平日で約2.１倍、休日で約3.4倍へと大幅に増加
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平日：4,798人/日（約２.１倍）
休日：3,503人/日（約３.４倍）

富山市資料



［資料１］コンパクトなまちづくりの効果 ～転入人口の増加～ 富山市資料

・平成２４年の転入超過以降、転入超過の傾向にある。

【公共交通沿線居住推進地区の社会増減（転入－転出）の推移】

公共交通沿線
居住推進地区

中心市街地
（都心地区）

【中心市街地（都心地区）の社会増減（転入－転出）の推移】

・都心地区では、平成20年から転入超過を維持している。

※各年6月30日時点の住民基本台帳情報より算出



［資料１］おでかけ定期券の医療費削減効果試算 富山市資料



［資料１］行政コストの削減

■市街地の人口密度と都市施設の
維持管理費の関係

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

20 30 40 50 60 70

人口密度（人/ha）

維
持
費
用
（
円
/年

）

住民一人当たりの負担額推計値(
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人口密度と住民一人当たりに要する維持・更
新費用（住民が享受する維持・更新サービス
に要する費用）の関係曲線

概ね40人/haで負担と受益が一致

「富山市コンパクトなまちづくり調査研究報告書」より

注）都市施設の維持管理費＝除雪、道路清掃、
街区公園管理、下水道管渠管理費用

人口の拡散によって、市街地の低密度が進行
することにより、住民1人当りの行政コストが
今後12％アップ

■試算結果（Ｈ17→H37）
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平成17年と平成37年との比較



鉄道を存続させた地域と廃止した地域では人口減少率が
１５年で６．７％の差がでる。→一年あたり０．４５％

［資料１］鉄道の存廃と人口（地域衰退の序章）

出典：永東・中川・松中・大庭・松原「地方鉄道の存廃が駅勢圏人口の経年変化に
及ぼす影響に関する研究」2011年土木計画学秋大会発表論文集
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現存地方路線

廃止路線

一人あたり年間３０万円の税収とすると、人口１０万人の都市で
年間１億３５００万円の税収減。
国は2憶1200万円税収減、家計消費は9憶円減少
＜総務省平成28年 人口推計1憶2693万3千人，地方税39兆3924億円、国税59兆9563億円＞
＜消費者庁平成27年 人口推計1憶2693万3千人，家計消費285.1兆円＞

鉄道維持にかけるお金を「もったない」としぶると、将来もっと「もったいない」ことに！
経済効果も弱まり、地域衰退を加速させる！

(%)

駅勢圏人口：1970～2005年の
国勢調査3次メッシュデータ
駅から半径1㎞内の人口を
面積比で按分
対象路線
・JR地方交通線
・地域鉄道（鉄道のみ）
・2005年10月1日時点の政令
指定都市内を走る路線は除く

現存地方路線
191路線 9301.3km

廃止路線
・1981年9月18日～

2000年9月30日廃止
・路線長2km以上
・59路線 2085.5km

全国路面電車ネットワーク作成



［資料２］支援すべき事業者の規模感

私鉄大手、地方大手
は電車バスともに
運賃収入割合が20%程度
多角化で税金投入への
反発が強い

対象は約1兆円か!?

年間に2000億円か!?
公共の交通ラクダ資料



［資料３］大手・中小鉄道事業者の多角化

■大手都市鉄道 鉄道の本業率平均20%
 都市鉄道は利益率が20%程度と非常に高いので、利益は鉄道にかなり依存しています。

 不動産・流通で人を住まわせて、鉄道で利益を上げるような構造。

 東武2018年度 都市鉄道では鉄道中心で、鉄道の利益率が高い方

営業収益 連結6175億 鉄道1656億(27%) 流通2281億(37%)

営業利益 連結630億 鉄道375億(59%) 小売/ICT/メディア20億(3%)

 東急2018年度 都市鉄道では多角化が進み、鉄道の利益率も低い方

営業収益 連結11574億 鉄道1561億(13%) 小売/ICT/メディア7031億(61%)

営業利益 連結819億 鉄道248億(30%) 小売/ICT/メディア171億(21%)

■地方鉄道 鉄道の本業率平均16%
 遠鉄・静鉄のような地方鉄道は、鉄道の利益率が低いか赤字なので、

 売上・利益ともに他事業に依存しています。

 鉄道でブランドを稼ぎ人を動かして、なんでもいいから地域で少しずつ利益を上げる構
造。

公共の交通ラクダ資料



［資料４］人生３５年／８５年は電車バスが必要
We use public transportation ３５ｙears/85years

子供も学生も、車購入までは、公共交通が必要
成人も飲酒時や障害を持てば、公共交通が必要
 ７０歳以上は免許返上すれば、公共交通が必要
外国人も旅行者も、公共交通は必要
公共交通は道路やWi-Fiと同様の社会インフラ

２０歳車購入 ７０歳免許返上

公共の交通ラクダ資料



現在のバス

時間に来ない

のろい

座れない不快

かっこ悪い

高い

わからない

スマートバス

時間に来る

早い

座れる快適

かっこいい

安い

わかりやすい

バスロケ・オープンデータ
バス専用レーン・優先信号
臨時増発バス・雨の日割引
渋滞情報・交通シミュレータ
公共交通管制センター
－－－－－－－－－－－－－－
低床バス全面導入
全バス停にベンチ屋根・トイレ
バス停アダプト運動
－－－－－－－－－－－－－－
デザイン重視車両開発
－－－－－－－－－－－－－－
乗継ぎ割引・ＩＣカード10カード
環境定期券・学生高齢者無償化
共同経営・地域交通連合・PSO

－－－－－－－－－－－－－－
バスマップ全戸配布
高度情報化バス停
機能別バスルート再編（ソウルBRT）
サイン計画見直し

［資料５］
コロナ後を目指して
スマートバス

アクションプラン
公共の交通ラクダ資料



http://www.civillink.net/イラスト素材使用

病院

銀行

学校・大学

公共施設

オープンデータ
位置情報

乗客数情報
MATES

バスマップ
Googleマップ

公共交通
管制センター

ラブリーバス停
到着情報 各種情報

［資料６］MaaS
交通管制

センター

太陽光発電充電

ネット
交通情報

デマンドバスタクシー
自動運転車

小さな拠点

小さな拠点
道の駅

小さな拠点

小さな拠点

カーシェア

モモチャリ

公共の交通ラクダ資料

http://www.civillink.net/


［資料６］アンサンブルネットワーク

①エコパス、②ランデブーコンセプト、③タクトダイヤを導入し
た利便性の高い公共交通ネットワークのこと。MaaS導入の前
に、この３つを整備することが肝要、でないと不協和音が生じる

日本のように交通機関を乗り継ぐとそれ
ぞれ初乗り運賃が加算されることもなく、
ゾーン運賃制で同じゾーン内なら何回乗り
換えても同じ運賃となる。オーストリアやス
イスなどでは国内の公共交通に1年間乗り
放題のチケットも発売。

全国路面電車ネットワーク作成

①エコパス
スイスのバーゼルやドイツのフライブルクなど環境にやさしい公共
交通の利用を推進するために、地域の公共交通全てに乗車するこ
とのできる乗車券のこと。都市圏の鉄道、路面電車、バスに乗り放
題で１日600円程度（フライブルク市内 下図）。



［資料６］②ランデブーコンセプト

城端線・氷見線の近未来図
富山大学都市・交通デザイン学科の
学生 上埜さん提供

富山新聞連載企画「わが列車わが鉄路」
に掲載（2021年3月7日）

待合室や案内所などの乗換
拠点を整備し、乗換えの距離
も短く、列車やバス同士がお互
いに出会うように、乗換え客を
待合せてから出発するしくみ

(1)各方面の列車やバスが
乗換駅で待合せ

(2)全ての列車が到着

(3)乗客は行きたい方面の列車
やバスに乗り換え

(4)乗換えが済んだら出発！



［資料６］③タクトダイヤ

パターンダイヤ：同じ運行間隔で車両が出発・到着する
タクトダイヤ：単一の路線だけでなく、接続する全ての路線がパター
ンダイヤで、毎時同じ時刻に出発・到着し、乗換が可能

オーストリアでは2000年頃から路線の改良に着手し、タクトダイヤを
実現するため、単線区間の交換駅新設、複線化、新線建設を進
め、オーストリア全土で、鉄道、バス、船、ロープウェイでお互いに
乗り換え可能としている 左：オーストリア鉄道 右：ウィーン市バス



［資料６］③タクトダイヤ オーストリア鉄道 ウィーン近郊路線図

タクトダイヤ
化のため、
新線建設し
た区間



［資料６］③タクトダイヤ オーストリア鉄道 運行情報

タクトダイヤのため、障害時にもすぐにコンピュータ処理され、遅延等
の情報を駅や車内に表示され、接続列車の時刻も自動変更される

ウィーン中央駅電光掲示板（左）

ザルツブルク行
11:30発

現11:26 ザルツブルク行
11:35発に変更（９分後）

オーストリア鉄道車内
電光掲示板（右上、右下）

ザンクト・ペルテン着
12:00着に変更

現11:53 ザンクト・ペルテン着
11:58着を12:01着に変更



資料７ グリーンリカバリー 交通新聞 2020年7月6日

関西大学宇都宮教授提供

交通新聞寄稿



資料８ 交通連合とは

事業者から独立して、都市・地域圏の公共交通を
統括する組織 (≒広域トランスポート･オーソリティー)
－ オーストリアでは、州が100％出資

【交通連合の役割(オーストリアのケース)】

・都市・地域圏の共通運賃の設定

・運行サービスの統合的な管理
（ダイヤ調整、路線設定・再編等）

－「並行交通の回避、交通結節の改善」
という役割を法的に規定

・輸送サービスの質の確保
－ 1960年代にドイツで結成された交通
連合は、事業者の間の運賃を共通化する
ための事業者連合という性格であったが、
その後、ドイツも行政主導の組織に。

広域トランスポート･オーソリティーの
イメージ（日本政策投資銀行の提案）

出典） 日本政策投資銀行「地方都市における地
域公共交通の新たなあり方～広域トランス
ポート・オーソリティの提案～」２０１９年８月

全国路面電車ネットワーク作成



資料９ 欧州の公共交通における官民分担

「公共サービス」の公共交通

・官民で公共サービス契約を締結。官が公共サービスを発注し、受注者
に公的資金による支援、独占的な運営権を与える一方、受注者である
民間事業者は、公共サービス義務（PSO: Public Service Obligation)

の下、サービス提供を求められる。

－ EU規則1370/2007

・ オーストリアの場合、広域の交通圏を管轄する専門組織の運輸連合
（100%州出資）が、交通計画の策定に関わるとともに、契約の実務
を政府・自治体に代わって担当。連邦鉄道については、連邦の公的組
織SCHIG(鉄道インフラサービス会社)が契約事務を担当。

【PSOのしくみ】

運輸連合
SCHIG

連邦政府

地方自治体

資金面支援・独占権付与

入札

交通事業者

サービス
提供

利用者

全国路面電車ネットワーク作成



「公共サービス」の公共交通（続き）

・路線、運賃等は基本的に官が決定。

－ 鉄道では、ノウハウを有する事業者とも協議

・契約に当たって、運営権獲得に際しての入札等が義務

－ EUも過渡期を設け、各国の実情に合わせ随意契約から徐々に移行。
・契約上、ボーナスペナルティ制度や需要リスクを民間事業者が有する
形（純費用契約）を採ることで効率性を維持。

当局
（運輸連合等）

交通事
業者

利用者

当局
（運輸連合等）

交通事
業者

(純費用契約)

(総費用契約)

対価

対価

運賃

運賃

利用者の増減
が収入に影響

利用者の増減は
収入に影響せず

資料９ 欧州の公共交通における官民分担
全国路面電車ネットワーク作成



資料１０ 交通課題と法制度の改正

コロナ禍後に予想される地域別交通実態と課題

大都市圏 中核的都市 小都市 中山間地

従来 当面は現状維持 漸減 減少 ゼロ化

コロナ禍後 ベース需要の8割化 減少 より減少

従来 黒字 ほぼ黒字 赤字 赤字

コロナ禍後
収支均衡の崩壊
周辺部は赤字化

赤字化 赤字 赤字

激しい 激しい 少ない 無い

混雑分散 混雑分散

深夜便の削減 深夜便の削減

減便・不採算路線の
集約

減便・不採算路線の
集約

公共交通の廃止

財政
バリアフリー化・IT推進

の支援

バリアフリー化・IT推
進の支援

当面の事業補填

バリアフリー化・IT推
進の支援

公の積極的関与
福祉輸送

総合調整
都市政策連携・事業者

間調整
都市政策連携・事業

者間調整

都市政策連携・事業
者間調整
定住推進

福祉・定住政策との
連動

安全・事業
認可

現状通り 現状通り 現状通り 現状通り

　（注）中核的都市は政令で定める「中核都市」ではなく、地域で社会的、経済的に核となる都市である。
　　　　IT推進とはICカードを活用したキャッシュレス化、MaaS推進
　　　　「路面電車ネットワーク」作成

経営への公
的関与

運行形態の方向性

渋滞

需要動向

収支

全国路面電車ネットワーク作成



事業用 自家用

採算性あり 採算性なし

公的総合交通法
（仮称・案）

商業サービス
交通事業者の役割＝
Common carrier（自ら責任を
もって運ぶ）

公共サービス：自治体が交通事業者に運
行委託
交通事業者の役割＝Contract carrier（発注者の意向で運ぶ）

自家用本来の
分け方

資料１１ 交通課題と法制度の改正

消費者を保護するため
の厳しい経済的規制

規制行政ではなく、給付行政
どう供給するかは自治体の裁量

乗合
鉄道事業法,軌道法

貸切事業者に発注する形の公共福祉適
合的な乗合（21条貸切乗合）

自家用2006年改正前
交通事業関連法

事業用＝
独立採算前提

公的サービスを賄いきれていない

交通事業者
協力型自家
用有償（2020）

自家用2006年改正後
交通事業関連法

地域公共交通会議による協議路線制度
規制の弾力化＜官民の責任あいまい＞

商業サービス
道路運送法，鉄道事業法，
軌道法を下位法として統合

公共サービス 公的交通運営法（仮称）：
自治体主導で総合交通計画を立案。国は監督権限
を委譲し、財源措置。PSOのもと、サービス水準を設
定して事業者に運行を委託、事業者の裁量あり。

自家用
福祉有
償

公的サービスを充実させれば不
要、自家用は福祉有償に専念

地域公共交通活性化・再生法，交通政策基本法が制定されたものの、道路と比較して財源に乏しく、
補助が前提で、協議会における自治体の権限もなく、利便性を高めることが困難。
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資料１０ 交通課題と法制度の改正


